
国土交通省では，建設資材の安定的な確保を図
り，円滑な建設事業の推進に資することを目的と
して，昭和５１年度より「主要建設資材需要見通
し」を毎年公表している。
本稿では，平成２３年６月２９日に公表した「平成

２３年度主要建設資材需要見通し」の概要を報告す
る。

平成２３年度主要建設資材需要見通しでは，「�
セメント」「�生コンクリート」「�骨材，砕石」
「�木材」「�普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼」及び
「�アスファルト」の６資材９品目を対象とし，
需要見通しを推計・公表している。

平成２３年度主要建設資材需要見通しは，「平成
２３年度建設投資見通し（国土交通省総合政策局情
報安全・調査課建設統計室 平成２３年６月２９日公
表）」の建築（住宅，非住宅），土木（政府，民
間）等の項目ごとの建設投資見通し（実質値）

に，建設資材ごとの原単位（工事費１００万円当た
りの建設資材需要量）を乗じ，さらに各建設資材
の需要実績等を考慮して国内需要の推計を行う。

� 概況（平成２２年度及び平成２３年度）
平成２２年度の主要建設資材の需要量実績は，同

年度の建設投資見込み（実質値）が前年度比３．４
％の減少で，うち建築部門は２．０％の減少，土木
部門は４．９％の減少となったものの，平成２２年度
建築着工統計によると，新設住宅着工戸数及び民
間非住宅建築物の着工床面積が増加していること
から，木材及び普通鋼鋼材が増加，セメント，生
コンクリート及び骨材がおおむね横ばい，アスフ
ァルトが減少となった。
平成２３年度の主要建設資材の需要見通しは，同

年度の建設投資見通し（実質値）が前年度比５．１
％の増加で，うち政府建設投資は８．７％の増加，
民間建設投資は２．６％の増加と見通されているこ
とから，セメント，生コンクリート，骨材及びア
スファルトが増加，木材及び普通鋼鋼材がおおむ
ね横ばいと見通される。平成２３年度主要建設資材
需要見通しは，図―１及び表―１のとおりであ
る。

平成２３年度
主要建設資材需要見通し

国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課
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4,400万t　
前年度比　5.7％　

950万m3　
前年度比　0％　
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前年度比　▲0.4％　

225万t　
前年度比　25.2％　
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9,100万m3　
前年度比　6.7％　

25,900万m3　
前年度比　6.7％　

棒グラフは，平成22年度の実績値（骨材は推計値）と　
平成23年度見通し値との対比です。　

セメント　 生コンクリート　 骨　材　

木　材　

普通鋼鋼材　 アスファルト　

� 主要建設資材の需要見通し
� セメント，� 生コンクリート
平成２２年度における需要量実績は，セメントが

前年度比２．６％減少の４，１６１万t，生コンクリート
が前年度比０．９％減少の８，５２８万m３であった。平
成２３年度については，セメントが前年度比５．７％
増加の４，４００万t，生コンクリートが前年度比６．７
％増加の９，１００万m３と見通される。
� 骨材，砕石
平成２２年度における需要量実績は，骨材が前年

度比０．４％減少の２４，２６７万m３，砕石が前年度比
１．４％減少の１１，７０３万m３となると推計される。平
成２３年度については，骨材が前年度比６．７％増加
の２５，９００万m３，砕 石 が前年度 比４．２％増 加 の
１２，２００万m３と見通される。
� 木 材
平成２２年度における需要量実績は，前年度比

２．３％増加の９５０万m３であった。ただし，平成２２
年度実績には，東日本大震災の影響により，平成
２３年２月～３月の岩手県，宮城県及び福島県分の

表―１ 主要建設資材の需要量実績値及び推計値

資材名称 単 位
需要量 伸び率

平成２１年度
実績値

平成２２年度
実績値

平成２３年度
見通し

２２／２１ ２３／２２

セメント 万t ４，２７３ ４，１６１ ４，４００ ▲２．６％ ５．７％

生コンクリート 万m３ ８，６０３ ８，５２８ ９，１００ ▲０．９％ ６．７％

骨 材 〃 ２４，３７５ ２４，２６７ ２５，９００ ▲０．４％ ６．７％
砕 石 〃 １１，８６９ １１，７０３ １２，２００ ▲１．４％ ４．２％

木 材 〃 ９２８ ９５０ ９５０ ２．３％ ０．０％

普通鋼鋼材 万t １，７３８ １，８４７ １，８４０ ６．３％ ▲０．４％
形 鋼 〃 ３７０ ３７９ ３９０ ２．６％ ２．９％
小形棒鋼 〃 ７３６ ７４５ ７５０ １．２％ ０．７％

アスファルト 〃 ２３０ １８０ ２２５ ▲２２．０％ ２５．２％

（注）１． 本見通しは，「平成２３年度建設投資見通し（国土交通省総合政策局 情報安全・調査課建設統計室 平成２３年６月２９日公表）」をもと
に推計したものである。

２． 各資材の対象は，セメントは〔内需量〕，生コンクリート，砕石は〔出荷量〕，木材は〔製材品出荷量〕，骨材は〔供給量〕，普通鋼鋼
材，形鋼は〔建設向け受注量〕，小形棒鋼は〔建設向け出荷量〕，アスファルトは〔建設向け等内需量〕。

３． 本見通しの有効数字は，セメントは〔１００万t〕，生コンクリート，骨材及び砕石は〔１００万m３〕，木材は〔２５万m３〕，普通鋼鋼材，形鋼
及び小形棒鋼は〔１０万t〕，アスファルトは〔５万t〕。

４． 平成２２年度の需要量のうち，骨材，砕石については推計値を使用しているため，見込み値（斜体）。
その他の資材については実績値。

５． ▲はマイナス。

（注） ▲はマイナス。

図―１ 平成２３年度主要建設資材需要見通し
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出荷量は含まれていない。平成２３年度について
は，前年度と横ばいの９５０万m３と見通される。
� 普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼
平成２２年度における需要量実績は，普通鋼鋼材

が前年度比６．３％増加の１，８４７万t，うち形鋼が前
年度比２．６％増加の３７９万t，小形棒鋼は前年度比
１．２％増加の７４５万tであった。平成２３年度につい
ては，普通鋼鋼材が前年度比０．４％減少の１，８４０万
t，うち形鋼が２．９％増加の３９０万t，小形棒鋼が
０．７％増加の７５０万tと見通される。
� アスファルト
平成２２年度における需要量実績は，前年度比

２２．０％減少の１８０万tであった。平成２３年度につい
ては，前年度比２５．２％増加の２２５万tと見通され
る。

主要建設資材の国内需要量推移を表―２及び図
―２に示す。各主要建設資材の需要量実績，需要

見通しの対象は，次の�～�のとおりである。

� セメント
国内メーカーの国内販売量に海外メーカーから

の輸入量を加えた販売等の量を対象としている。
「内需量」＝「国内販売量」＋「輸入量」
なお，表―２及び図―２の平成２２年度までは実
績値で，社団法人セメント協会の「セメント需給
実績」の値を用いている。

� 生コンクリート
全国生コンクリート工業組合連合会組合員工場

の出荷量とその他の工場の推定出荷量とを加えた
出荷量を対象としている。
「出荷量」＝「組合員工場出荷量」

＋「その他工場推定出荷量」
なお，表―２及び図―２の平成２２年度までは実
績値で，全国生コンクリート工業組合連合会・協
同組合連合会の「出荷実績の推移」の値を用いて
いる。

表―２ 主要建設資材の

セメント
（内需量）

生コンクリート
（出荷量）

骨 材
（供給量）

砕 石
（出荷量）

千t 前年度比（％） 千m３ 前年度比（％） 千m３ 前年度比（％） 千m３ 前年度比（％）

平成３年度 ８５，２８７ ▲１．２ １９２，１８２ ― ５７４，３７５ ▲３．２ ２８７，８７５ ▲０．７
平成４年度 ７８，６１６ ▲７．８ １８１，９５８ ▲５．３ ５５７，５００ ▲２．９ ２８１，６８８ ▲２．１
平成５年度 ８２，１４２ ４．５ １７２，６１５ ▲５．１ ５４０，０００ ▲３．１ ２６６，２５０ ▲５．５
平成６年度 ７９，７４３ ▲２．９ １７５，７７３ １．８ ５３２，５００ ▲１．４ ２５９，９３８ ▲２．４
平成７年度 ８０，３７７ ０．８ １７５，７２３ ▲０．０ ５３０，６２５ ▲０．４ ２５８，８７５ ▲０．４
平成８年度 ８２，４１７ ２．５ １８０，２５６ ２．６ ５３８，７５０ １．５ ２７５，１２５ ６．３
平成９年度 ７６，５７３ ▲７．１ １６７，２９２ ▲７．２ ５１２，５００ ▲４．９ ２５３，２５０ ▲８．０
平成１０年度 ７０，７１９ ▲７．６ １５３，３０８ ▲８．４ ４５９，３７５ ▲１０．４ ２２８，６８８ ▲９．７
平成１１年度 ７１，５１５ １．１ １５１，１６７ ▲１．４ ４５５，６２５ ▲０．８ ２２２，４３８ ▲２．７
平成１２年度 ７１，４３５ ▲０．１ １４９，４８３ ▲１．１ ４５８，７５０ ０．７ ２１９，１５６ ▲１．５
平成１３年度 ６７，８１１ ▲５．１ １３９，５８８ ▲６．６ ４６６，２５０ １．６ ２０９，０８９ ▲４．６
平成１４年度 ６３，５１４ ▲６．３ １３１，４１３ ▲５．９ ４４２，５００ ▲５．１ １９１，５０３ ▲８．４
平成１５年度 ５９，６８７ ▲６．０ １２３，７３５ ▲５．８ ４１４，２３７ ▲６．４ １７９，２６９ ▲６．４
平成１６年度 ５７，５６９ ▲３．５ １１８，９８２ ▲３．８ ３６８，７５０ ▲１１．０ １６５，２６５ ▲７．８
平成１７年度 ５９，０８９ ２．６ １２１，５４９ ２．２ ３４３，１３０ ▲６．９ １６４，２１９ ▲０．６
平成１８年度 ５８，９８５ ▲０．２ １２１，９０３ ０．３ ３４０，０００ ▲０．９ １６６，４７２ １．４
平成１９年度 ５５，５０６ ▲５．９ １１１，８８１ ▲８．２ ３１７，５００ ▲６．６ １５３，６２０ ▲７．７
平成２０年度 ５０，０８７ ▲９．８ １０１，００９ ▲９．７ ２８５，０００ ▲１０．２ １３６，１１０ ▲１１．４
平成２１年度 ４２，７３２ ▲１４．７ ８６，０３０ ▲１４．８ ２４３，７５０ ▲１４．５ １１８，６９０ ▲１２．８
平成２２年度 ４１，６１４ ▲２．６ ８５，２７８ ▲０．９ ２４２，６７０ ▲０．４ １１７，０３０ ▲１．４

（注）１． 各資材の需要量は四捨五入して算出しているため，各月の合計と年度計とは一致しない。
２． 前年度比欄の▲はマイナス。
３． 骨材・砕石は，平成２１年度までは実績値，平成２２年度は推計値（斜体）で，経済産業省「砕石等統計年報」「骨材需給表」をもとに
算出。
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� 骨 材
国内における供給量を対象としており，輸入骨

材も含んでいる。
なお，表―２及び図―２の平成２１年度までは実
績値で，経済産業省の「骨材需給表」をもとに算
出した値である。平成２２年度は推計値で，経済産
業省の「骨材需給表」「砕石等統計年報」をもと
に算出した値である。

� 砕 石
メーカーの国内向け出荷量を対象としている。
なお，表―２及び図―２の平成２１年度までは実
績値で，経済産業省の「砕石等統計年報」の値を
用いている。平成２２年度は推計値で，経済産業省
の「砕石等統計年報」をもとに算出した値であ
る。

� 木 材
国内メーカーの製材品出荷量を対象としてお

り，建設向け以外の量を含んでいる。また，製材

用素材として外材を含んでいる。
なお，表―２及び図―２の平成２２年度までは実
績値で，農林水産省「製材統計」の値を用いてい
る。
ただし，東日本大震災の影響により，平成２２年

度には，平成２３年２月～３月の岩手県，宮城県お
よび福島県分の出荷量は含まれていない。

� 普通鋼鋼材及び形鋼
国内メーカーの国内建設向け受注量を対象とし

ている。
なお，表―２及び図―２の平成２２年度までは実
績値で，一般社団法人日本鉄鋼連盟の資料の値
（国内向け受注総量から国内建設向け受注量を推
計したもの）を用いている。

� 小形棒鋼
国内メーカー及び国内販売業者からの国内建設

向け出荷量を対象としている。ただし，海外メー
カーからの輸入量は含まれていない。

国内需要量実績の推移

木 材
（製材品出荷量）

普通鋼鋼材
（建設向け受注量）

アスファルト
（建設向け等内需量）

形 鋼
（建設向け受注量）

小形棒鋼
（建設向け出荷量）

千m３ 前年度比（％） 千t 前年度比（％） 千t 前年度比（％） 千t 前年度比（％） 千t 前年度比（％）

２８，１０７ ▲６．０ ３１，８１２ ▲１２．０ ８，５２２ ▲１５．８ １２，７４２ ▲１４．１ ４，５５８ ▲２．４
２７，３２４ ▲２．８ ２８，７１５ ▲９．７ ８，０９３ ▲５．０ １１，２１２ ▲１２．０ ４，８００ ５．３
２６，０２２ ▲４．８ ２６，６３３ ▲７．３ ６，８９２ ▲１４．８ １０，６１５ ▲５．３ ４，５７３ ▲４．７
２５，５９２ ▲１．７ ２７，８７６ ４．７ ７，１４１ ３．６ １１，８３７ １１．５ ４，３６１ ▲４．６
２３，８８０ ▲６．７ ２８，６６７ ２．８ ７，２２６ １．２ １１，９８８ １．３ ４，２４３ ▲２．７
２４，３９５ ２．２ ３０，６５９ ６．９ ８，１１４ １２．３ １１，８３６ ▲１．３ ４，２６６ ０．５
２１，１０３ ▲１３．５ ２８，６４２ ▲６．６ ７，３０３ ▲１０．０ １１，３７３ ▲３．９ ４，１１７ ▲３．５
１８，９２４ ▲１０．３ ２５，７１５ ▲１０．２ ６，３９９ ▲１２．４ １０，５５４ ▲７．２ ３，７７７ ▲８．３
１８，３９６ ▲２．８ ２６，８６３ ４．５ ６，７０４ ４．８ １０，７２６ １．６ ３，８２３ １．２
１７，２８２ ▲６．１ ２８，０２４ ４．３ ６，８９６ ２．９ １１，００１ ２．６ ３，８０４ ▲０．５
１５，１９６ ▲１２．１ ２６，００４ ▲７．２ ６，０１１ ▲１２．８ １０，６９５ ▲２．８ ３，５８０ ▲５．９
１４，２７０ ▲６．１ ２５，８２８ ▲０．７ ５，６１５ ▲６．６ １０，７００ ０．０ ３，３６６ ▲６．０
１４，０４２ ▲１．６ ２５，１７７ ▲２．５ ５，７０４ １．６ ９，８２７ ▲８．２ ３，２２９ ▲４．１
１３，４４６ ▲４．２ ２５，０６６ ▲０．４ ５，６２３ ▲１．４ ９，７２５ ▲１．０ ３，０１４ ▲６．７
１３，１６１ ▲２．１ ２４，７０３ ▲１．４ ５，６５９ ０．６ １０，０８９ ３．７ ２，４７８ ▲１７．８
１２，７９１ ▲２．８ ２５，７８１ ４．４ ５，９２６ ４．７ １０，９９１ ８．９ ２，４００ ▲３．１
１１，９１２ ▲６．９ ２４，９８４ ▲３．１ ５，６１４ ▲５．３ １０，５０８ ▲４．４ ２，３２３ ▲３．２
１０，８０９ ▲９．３ ２１，２４０ ▲１５．０ ４，７３８ ▲１５．６ ８，７２２ ▲１７．０ １，８８２ ▲１９．０
９，２８２ ▲１４．１ １７，３８４ ▲１８．２ ３，６９６ ▲２２．０ ７，３６０ ▲１５．６ ２，３０２ ２２．３
９，４９８ ２．３ １８，４７３ ６．３ ３，７９１ ２．６ ７，４５０ １．２ １，７９６ ▲２２．０

〈出典〉 ・セメント…社団法人セメント協会（セメント需給実績）
・木材…農林水産省資料（製材統計）
・アスファルト…石油連盟資料（石油アスファルト統計月報）
・生コンクリート…全国生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会（出荷実績の推移）
・普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼…一般社団法人日本鉄鋼連盟資料
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なお，表―２及び図―２の平成２２年度までは実
績値で，経済産業省「鉄鋼需給動態統計」と一般
社団法人日本鉄鋼連盟の資料の値を用いている。

� アスファルト
国内メーカーの建設向けストレートアスファル

ト内需量のうち，燃焼用及び工業用を除いた国内
建設向け等内需量を対象としている。
「建設向け等内需量」＝「国内建設向け内需量」

＋「建設向け輸入量」
なお，表―２及び図―２の平成２２年度までは実
績値で，石油連盟の「石油アスファルト統計月
報」の値を用いている。

当課では，毎年行っている「主要建設資材需要
見通し」以外に，「主要建設資材需給・価格動向
調査結果」を毎月公表し，建設資材の需給に関す
る情報提供を行っている。また，「主要建設資材
月別需要予測」についても毎月公表を行っていた
が，東日本大震災の影響により，現在公表を見合
わせている。

これらの調査結果については，国土交通省のホ
ームページ（統計情報のページ）で公表している
ので参照されたい（http : //www.mlit.go.jp/statis
tics/details/index.html）。

（注） グラフの見方・実線（生コンクリート，骨材，砕石，木材，普通鋼鋼材）については左軸，点線（セメント，小形棒鋼，
形鋼，アスファルト）については右軸を参照。

・平成２２年度の需要量は，骨材，砕石については，第３四半期までは実績値，第４四半期につき推計値，ア
スファルトについては，見込み値，その他の資材については実績値。

・平成２３年度の需要量は，見通しの値。
〈資料出所〉 ○セ メ ン ト……社団法人セメント協会（セメント需給実績）

○生コンクリート……全国生コンクリート工業組合・協同組合連合会（出荷実績の推移）
○骨 材……経済産業省（骨材需給表）
○砕 石……経済産業省（砕石統計年報）
○木 材……農林水産省（製材統計）
○普 通 鋼 鋼 材……一般社団法人日本鉄鋼連盟 資料
○形 鋼……一般社団法人日本鉄鋼連盟 資料
○小 形 棒 鋼……一般社団法人日本鉄鋼連盟 資料
○アスファルト……石油連盟（石油アスファルト統計月報）

図―２ 主要建設資材需要量の年度推移
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